平成24年第３回奥多摩町議会定例会決算特別委員会会議録
１　平成24年９月18日午前10時30分、第３回奥多摩町議会定例会決算特別委員会が奥多摩町議会議場に招集された。

２　出席議員は次のとおりである。

　　　　第１番　石田　芳英君　　第２番　宮野　　亨君　　第３番　高橋　邦男君
　　　　第４番　原島　幸次君　　第５番　杉村　良一君　　第６番　村木　征一君

　　　　第７番　師岡　伸公君　　第８番　酒井　正利君　　第９番　須崎　　眞君

　　　　第10番　竹内　和男君　　第11番　清水　典子君　　第12番　前田　悦男君

３　欠席議員は次のとおりである。

　　　　な　し

４　会議事件は次のとおりである。

　　　　別紙本日の『議事日程表』のとおり

５　職務のため出席した者は次のとおりである。

　　　　議会事務局長　浜野　武雄君　　議会係長　浅見　隆久君

６　地方自治法第121条の規定による出席説明員は、次のとおりである。

　　　　町　　　　　長　河村　文夫君　　副　 町 　長　加藤　一美君

　　　　教育長　栃元　　誠君　　企画財政課長　若菜　伸一君

　　　　企画財政課主幹　守屋　吉彦君　　総務課長　原島　　肇君

　　　　住　民　課　長　宮田　昭治君　　福祉保健課長　清水　信行君

　　　　観光産業課長　加藤　博士君　　地域整備課長　川村　文雄君

　　　　教育課長　井上　永一君　　会計管理者　清水　　明君

　　　　病院事務長　河村　光春君

　　　　

平成24年第３回奥多摩町議会定例会
決算特別委員会議事日程[第１日]
平成２４年 ９月１８日
午前10時30分開会・開議

	日程
	議案番号
	議　　　案　　　名
	結　果

	１
	――
	委員長開会・開議宣告
	――

	２
	――
	会期の決定について
	決　　定

	３
	――
	町長あいさつ
	――

	４
	認定第１号
	平成23年度奥多摩町一般会計歳入歳出決算の認定について
	

	５
	認定第２号
	平成23年度奥多摩町都民の森管理運営事業特別会計歳入歳出決算の認定について
	

	６
	認定第３号
	平成23年度奥多摩町山のふるさと村管理運営事業特別会計歳入歳出決算の認定について
	

	７
	認定第４号
	平成23年度奥多摩町国民健康保険特別会計歳入歳出決算の認定について
	

	８
	認定第５号
	平成23年度奥多摩町後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算の認定について
	

	９
	認定第６号
	平成23年度奥多摩町介護保険特別会計歳入歳出決算の認定について
	

	10
	認定第７号
	平成23年度奥多摩町下水道事業特別会計歳入歳出決算の認定について
	

	11
	認定第８号
	平成23年度奥多摩町国民健康保険病院事業会計決算の認定について
	


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（午後１時27分　散会）
　午前10時30分　開議

○委員長（杉村　良一君）　これより決算特別委員会を開会・開議します。

　直ちに会議を開きます。

　初めに、日程第２　会期の決定についてを議題とします。

　本特別委員会の運営につきましては、去る９月11日の本会議第１日で決定のとおり、本日及び９月19日の２日間としたいと思いますが、これにご異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○委員長（杉村　良一君）　ご異議なしと認めます。よって、本会議の日程につきましては、本日及び９月19日の２日間とすることに決定しました。

　委員会条例並びに会議規則の規定に基づき、合理的かつ能率的な審査ができますよう、委員並びに説明者各位のご協力をお願いします。

　なお、本日の日程はお手元に配付のとおりであります。

　次に、町長よりご挨拶があります。河村町長。

○町長（河村　文夫君）　おはようございます。本会議に引き続きまして、決算特別委員会にあたりまして、一言ご挨拶をさせていただきます。

本決算特別委員会につきましては、一般会計を始めとする特別会計、企業会計、計８会計の決算の認定をいただくものでございます。

　特に、平成23年度の一般会計につきまして、若干触れさせていただきますけれども、平成23年度の決算を見ますと、収支が１億数千万円繰り越すことになりました。これは近年にない繰越額でございますけれども、この繰り越しそのものが平成23年度の予算執行、後ほど各課長からご説明をさせていただきますけれども、当初予算に組んだ事業がほぼ実行でき、その不用額の累積による額でございます。そういう点では、当初決定をいただきました予算については、一般会計を始めとする特別会計、企業会計とも、ほぼ当初の見込みどおり事業の執行をすることができました。

　特に一般会計の繰り越しにつきましては、市町村総合交付金のことでございますけれども、再三申し上げておりますように、町の税収８億900万円ほどのところ、平成23年度においては16億数千万円確保いたしました。町税の約２倍でございます。その中で35％が町の努力割合というのがございまして、これは１つの例でございますけれども、滞納、あるいは税の徴収率につきましては、31市町村の中で私どもの成績は２番目でございます。これは昨年もそうでございますし、一昨年もそのように非常に職員自身が努力をした結果でございまして、それを高く評価をいただいていおります。

　と同時に、片方ではそういう行革の問題、あるいは徴収の問題等の努力と同時に、町が抱えている少子化の問題、あるいは若者の定住化等の問題につきましても、町独自の施策として東京都に認めていただいております。

　このようにして財源確保を図りながらいろんな事業を、当初計画した事業について、ほぼ順調に実行したという部分でございます。

　もう一方では、その一方でさらに何回も申し上げておりますけれども、今年から、あと４年ほどで下水道事業が完了いたします。その段階では約15億円ほどの元利償還金を払っていかなければいけないということで、市町村総合交付金の中でも毎年その額を弁済基金という形で積み立てをさせてほしいということで、それも市町村総合交付金の中で積み立てをさせていただく予算を計上しております。

　このようにして、すべていろんな意味で財源対策をしてきた結果、平成23年度一般会計予算の中では１億数千万円の繰り越しが出ましたので、さらに翌年度以降にその２分の１を基金に積み立てながら翌年以降の運営をしていきたいということでございます。

　また、都民の森、山のふるさと村等の予算については、ほぼ当初見込みどおり実行ができました。この山のふるさと村、あるいは都民の森の予算というのは、皆さんもご承知のように100％東京都からその予算の交付を受けている部分でございまして、都民の事業はもちろんでございますけれども、町にとっても雇用問題を含めて、その職員の人件費等を含めて100％それが東京都から来ているという状況でございます。是非この辺の問題につきましては、もう少しさらに努力をしていかなければいけませんけれども、宿泊あるいはそういう部分で、町自身の努力によって多少その部分が還元できるという部分がございますので、今後もその努力をしていきたいなというふうに思っているところでございます。

　また、国民健康保険、後期高齢者医療、あるいは介護保険等の問題につきましては、私自身が考えておるのは、ほかの町村に比べて徴収率、あるいは滞納が非常に少なくなってきたかなというふうに思います。特に介護保険については、滞納をゼロにしろという指示をしております。それはなぜなのかと申し上げますと、介護保険法が制定されまして国民健康保険法とは違って、滞納した人たちがその将来にわたって介護給付を受ける時に、滞納の場合には給付を受けることができません。そういう点をしっかり住民に説明をして、滞納を減らすよう努力をしてほしいということで、ほとんど１万数千円単位の年度の分があるわけでございますけれども、その特殊な状況はわかりますけれども、これをゼロにするという目標を掲げております。

　国民健康保険につきましても、もちろん滞納した場合には証明であるとか保険証を一時仮に出すということをやっているんですけれども、法律上は介護保険と違いましてその規定がございません。そういうことも踏まえて、職員には努力をしながら住民の人たちにその理解を得てほしいというお話をしているところでございます。

　また、下水道事業につきましては、おかげさまで順調に推移をしております。ただ、１つご報告を申し上げますけれども、丹三郎、あるいは梅沢地区の下水道事業については、基本的な幹線部分は、今完成をしております。面的な整備をこれから進めなければいけないわけでございますけれども、当初、青梅とのドッキングが早まるというようなことで、前倒しで丹三郎と梅沢の工事を逆に認可変更をいたしました。しかしながら、青梅市のケーブルから降りてきた橋の添架の問題が西多摩建設事務所、あるいは青梅等々で用地の問題等を含めて若干遅れております。

そういう点で、当初計画した部分が遅れているわけでございますけれども、４年以内にその工事も完了し、あとは面的な整備を進めることによってその下水道が完了するということになろうかと思います。

また、繰り返して申し上げますけれども、下水道については、３億円ないし５億円近い起債をしております。起債の仕方でございますけれども、１つには、過疎対策のための過疎債という起債を充当を主にしております。これは、地方交付税で約70％ほどの元利償還金をみていただけるわけでございますから、それを主に起債をする。また、下水道債は２分の１をみていただけますので、過疎債をできるだけ多くとるということでありますけれども、年間の国の枠がございますので、本当は全額過疎債を取りたいんですけれども、なかなか全額取るということにはなりません。

そういうことを含めて将来的な元利償還をするために、一般会計から繰り出しをしないでいけるように、先ほど申し上げましたような東京都の理解を得ながら、今、約10億円ほど減債基金の積み上げができました。あと数年で５億円ほど積み上げますと、その額で一般会計、あるいはほかの施策を削らないでも下水道の元利償還ができるという状況でございます。

これも、また繰り返して申し上げますけれども、今までの大きな事業、将来にわたって町が負担しなければいけないということで水道事業の一元化、数年かけてやってまいりました。それから、西秋川衛生組合の加入もやってまいりました。その結果、将来にわたって90億4,000万円ほど、町が本来負担しなければいけない部分が軽減できましたので、そういう部分を含めて町の今、問題となっている、あるいは今やらなければならない住民の問題、過疎化対策、それから少子化対策、高齢者の問題等について、ほかと違って政策を今、打ち出しているという状況でございます。

是非この件につきましては、もちろんいろんな事業をやりたいわけでございまして、いろんな提案をいただいておりますけれども、基本的には財源確保をしないとこの小さな町はやっていけないわけで、かつ、それが税収の２倍の16億円の財源を確保している市町村総合交付金というのは非常に大きなウエートを占めております。この市町村総合交付金というのは、繰り返して申し上げますけれども、自分の町のどれだけ努力をしてきたか、あるいはその町にとって将来にわたってやらなければならない事業が何であるかということを、東京都に認めていただかないと交付していただけない制度でありますから、いろんな事業を何でもかんでも認めていただくということにはなりませんので、この辺も是非ご理解を賜りたいなというふうに思います。

それから、国民健康保険の病院の事業の関係でございますけれども、まだ若干病院の入院の稼働率等が低い状況でございます。病院改革プラン等を含めて非常に前向きな部分で取り組んでいただいております。院長に新しく来ていただくと同時に、もう１つは、医師の数が１人増えているのを、皆さんご承知だと思います。これは過疎地域に対する、あるいは東京都の支援事業というのがございまして、その支援事業によって１人多く医師を確保しております。また、毎年１年交代でございますけれども、自治医大の出身の方が義務年限によりまして東京都の島嶼部、あるいは檜原、奥多摩に１年ごとにその医師を派遣してくれるという制度がございます。この制度の委員にも、私がなっているわけでございまして、そういう部分では今、順調に島それから奥多摩町、檜原村は独自に自治医大の先生を雇用しておりますので今は１年交代ではないんですけれども、私どもとすれば、今後も１年交代で内科の医師を派遣していただくということを継続してまいりたいというふうに思っております。

そのことによって、１つには午後診療、あるいは土曜診療等の拡大を図りまして、住民の皆様の医療の問題、あるいは奥多摩町に多く来る、観光のために来訪する皆様方の安全・安心のために入院施設等の充実を含めて対応していきたいというのが実態でございます。

そういう点では、非常に奥多摩病院そのものが赤字の部分、あるいは経営の部分がございますけれども、東京都に対しましては、町の住民の医療を守る、あるいは福祉・保健を守ると同時に140万人から来る東京都民の方が、まず奥多摩に来る時に何を求めているかということでありますけれども、まず入院できる施設があるか、あるいは警察署があるか、消防署があるかということを必ず尋ねられてきます。そういう点では、この病院というのは、町にとっても、東京都にとっても必要な病院であるという説明をしながら、その赤字の財源の確保を一定の部分していただくということもやってきております。

以上、申し上げましたように、それぞれの会計につきまして、これから詳細にわたりましてご説明を行い、審査をいただくわけでございますけれども、その中身の問題等につきましては、概略、私の方から申し上げましたけれども、今後とも議員の皆さんの審査を得て、この決算そのものを将来にわたる、来年度予算でございますけれども、予算に反映できる部分については、当初会計管理者と、あるいは代表監査からご説明がありましたようにつなげていきたいというふうに思っております。

特に今回の代表監査の審査の意見等々を含めて、その決算の内容については、両監査委員については非常に課長、係長も暑い中、すばらしい指導をいただきながら、さらにこの決算を基にして来年以降の予算につなげていくという心意気で審査を受けてまいりました。

特に代表監査の最後の意見でございますけれども、この町が今後いろんな意味でやっていくのは、昭和30年の観光立町以来、観光立町を標榜し、鳩の巣荘の改築はこれも何年かかけて一応財源の見通しがついてまいりました。そういう点で、この問題については、職員、議員の皆さん、あるいは町も含めて真剣に住民の皆さんと一丸となって取り組んでほしい、また、そういう気概を持って一丸となってやってほしいというふうにご指摘をいただきました。

そういう点では、いよいよ今年の改築、解体、来年、再来年以降の予算の確保の問題でございますけれども、私自身は、そのことを含めて来年、再来年の予算確保も含めて順調に進んでいるということをご報告を申し上げたいと思います。

いずれにいたしましても、実行できた予算の認定でございますので、それぞれいろんな意味で各会計のご審議を賜り、来年の当初予算に反映できるものについては反映していきたいというふうに思っておりますので、委員皆様方の慎重なるご審議をいただき、認定をいただきますようお願いを申し上げまして、ご挨拶とさせていただきます。よろしくお願い申し上げます。

○委員長（杉村　良一君）　町長のあいさつは終わりました。

　これより審査に入ります。

　議題につきましては、去る９月11日開会の平成24年第３回定例町議会第１日に、決算特別委員会に審査が付託された、日程第４　認定第１号　平成23年度奥多摩町一般会計歳入歳出決算の認定について、日程第５　認定第２号　平成23年度奥多摩町都民の森管理運営事業特別会計歳入歳出決算の認定について、日程第６　認定第３号　平成23年度奥多摩町山のふるさと村管理運営事業特別会計歳入歳出決算の認定について、日程第７　認定第４号　平成23年度奥多摩町国民健康保険特別会計歳入歳出決算の認定について、日程第８　認定第５号　平成23年度奥多摩町後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算の認定について、日程第９　認定第６号　平成23年度奥多摩町介護保険特別会計歳入歳出決算の認定について、日程第10　認定第７号　平成23年度奥多摩町下水道事業特別会計歳入歳出決算の認定について、日程第11　認定第８号　平成23年度奥多摩町国民健康保険病院事業会計決算の認定について、以上の８件であります。

　総括的な説明は本会議において付託前に行われておりますが、本日は、認定第１号から認定第８号までの主な内容を、副町長より説明を求めます。加藤副町長。

○副町長（加藤　一美君）　それでは、認定第１号から認定第８号までの一般会計、特別会計、企業会計決算についてご説明申し上げます。

　本件につきましては、去る９月11日、本会議上程に際しまして、会計管理者より総括的にご説明申し上げておりますので、各会計の決算内容について簡潔にご説明をさせていただきます。

　初めに認定第１号　平成23年度奥多摩町一般会計歳入歳出決算の認定についてご説明申し上げます。

　平成23年度国の予算は、前年度比0.1％増の92兆4,116億円で、これまで先送りされてきた重要政策課題に着手し、解決していくための予算と位置づけ、ポイントとして、とりわけ「経済成長、財政健全化、社会保障改革を一体的に実現し、元気な日本を復活させ、今後需要が拡大していく分野を中心に雇用を増やし、経済成長の要としていくための政策に重点を置き、景気回復とデフレ脱却への道筋を確かなものにする」として重点配分したものでございました。

一方、東京都の平成23年度一般会計予算は、「厳しい財政環境が続く中にあっても、都政の使命を確実に果たし、中長期的に施策を支え得る財政基盤を堅持しながら、東京の新たな活力と成長へと結びつける予算」と位置づけ、前年度比0.4％減の６兆2,360億円と３年連続の減額予算となりました。このような社会経済状況の中、町財政においても税収の伸びは期待できず、年々減少が予想されること、地方交付税においても人口減少に伴い今後は減額が予想される中、国都に財源を依存している割合が依然として高いこと、積立基金から取り崩しを見込んだ運営が厳しくなっていること、また、実質公債比率は基準値を下回ったものの、将来の償還を考え、これまでどおり起債を活用した事業を制限すること、などを考慮しながら、第４期長期総合計画「森世紀計画」を推進するため、行政改革大綱に基づき個々の事業を見直し、スクラップ・アンド・ビルドを徹底して歳出全般の効率化を図るとともに、引き続き、限られた財源をより一層重点的、効率的に配分するなど、職員一人ひとりが行財政改革の必要性を認識し、一丸となって取り組んでまいりました。その結果、当初で予算化した事務事業が執行できたものと考えております。

なお、「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づき財政健全化について監査委員の審査をお願いし、今議会初日に報告させていただいたとおりでございますが、財政状況を判断するための財政指標「一般会計等の実質赤字比率」、「一般会計・特別会計・企業会計を含めた連結実質赤字比率」、「公債費の元利償還金の水準の指標である実質公債費比率」、「起債等の償還に伴う将来負担比率」、「公営企業等の資金不足比率」については、いずれも早期健全化基準以下でございました。

また、従来からの主要な財政分析の指標でございますが、財政構造の弾力性をあらわす経常収支比率は79.4％、前年度比1.8ポイントの増となりました。この経常収支比率は、昨年に引き続き良好な数値でございますが、奥多摩処理区公共下水道整備工事にかかる起債の償還や、今後の大型事業の財源確保のためにさらなる財源の確保が必要になります。　また、公債費比率2.8％、4.2ポイント減、起債制限比率6.3％、2.4ポイント減であります。また、平成23年度における実質公債費比率の３カ年平均は10.2％であり、この数値が18％を超えていないため、起債は協議制となっております。

しかし、今後も下水道整備による起債借入れが長期的に予定されているため、他の事業については、できるだけ借入れを抑制する必要がございます。

これらの財政指標は、今後、町税の落ち込み等がさらに予測される中にあって、厳しい財政運営を続けなければならないものと考えております。

このため、さらなる行政改革等に取り組み、財政の健全化を図り、第４期長期総合計画の実現のため、さらなる努力を重ねてまいりたいと考えております。

歳入歳出決算額、歳入歳出の増減額、性質別分析等につきましては、提案説明及び代表監査委員からの報告がございましたので、ご理解をお願いいたします。

なお、各所管の事務事業の主要な施策及びその成果につきましては、配付してあります「平成23年度事務報告書」に詳細に記述してございますので、ご参照いただきたいと存じます。

次に、認定第２号　平成23年度奥多摩町都民の森管理運営事業特別会計歳入歳出決算の認定についてご説明申し上げます。

本会計につきましては、引き続き東京都の指定管理者として東京都からの委託金と利用料金で運営を行いました。

施設は、平成５年７月から専門指導員、森林インストラクターを配置し、日常的に造林や下刈り・枝打ち・間伐等の各種森林作業や山村の生活体験、自然観察等を年間を通して体験でき、宿泊や研修もできる施設として東京都の設置した施設でございます。

平成23年度の利用者は、宿泊者数1,272名で、対前年度比7.9％の減、日帰り利用者数は8,647名で、対前年度比8.0％の減、延べ利用者数は9,919名で、対前年度比8.0％の減となりました。この減員の要因は、３月11日に発生した東日本大震災の影響によるものが大きいと考えられます。

また、昨年に引き続き「みどり東京・温暖化防止プロジェクト」の、みどり体験交流事業を受託し、２回にわたり都内小中学生に体験型の環境教育を実施しました。森林の持つ公益的機能がますます重要となる中で、貴重な体験学習施設であり、利用の促進・拡大に努力していきたいと考えております。

次に、認定第３号　平成23年度奥多摩町山のふるさと村管理運営事業特別会計歳入歳出決算の認定について説明申し上げます。

本会計につきましても、東京都の指定管理者として東京都からの委託金と利用料金で運営を行いました。

平成２年度より順次オープンし、平成６年度に全面オープンした施設で、奥多摩の豊かな自然に親しんでもらうため、ビジターセンター、散策路、広場、駐車場、キャンプ場、キャンプ場サービスセンター、ケビン10棟、クラフトセンター等の施設整備が図られております。

山のふるさと村への入園者数は８万8,877名、対前年度比33.4％の減となりました。また、利用料金収入は1,567万8,100円で、対前年度比14.1％の減となりましたが、この要因は都民の森と同様で、東日本大震災の影響によるものが大きいと考えられます。今後も自然への理解を深め、都民の貴重な自然の保護と回復を図るためのＰＲ施設でございますので、さらに来園者の拡大に努力していきたいと考えております。

次に、認定第４号　平成23年度奥多摩町国民健康保険特別会計歳入歳出決算の認定についてご説明申し上げます。

国民健康保険事業の平均被保険者数は、前年度の1,878名から、平成23年度は1,870名と８名、0.4％減少し、年間の保険給付費も2.7％の減となりました。１人当たりの医療費は31万4,338円で、前年度より2.3％の減となりましたが、１人当たりの保険税は５万6,301円で、東京都全区市町村の中で１人当たりの医療費は一番高く、１人当たりの保険税は一番低い状況となっております。

本特別会計につきましては、国庫支出金、被保険者の保険税で運営することが原則でありますが、引き続き一般会計からの繰入金を行わなければ運営ができない状況でございます。このため、安定した事業運営を行うため、適正な課税、徴収による収入の確保を図るとともに、特定健診などの受診率を向上させることで疾病予防を図り、医療費の抑制に努める必要がございます。

次に、認定第５号　平成23年度奥多摩町後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算の認定についてご説明申し上げます。

我が国の医療制度は、国民がいずれかの公的医療保険に加入し、保険料を納め、医療機関で一定の自己負担で必要な医療を受けることができる「国民皆保険制度」を採用し、世界最高水準の平均寿命や高い保健医療水準を実現してきましたが、今後は高齢者医療費を中心に医療費の大幅な増額が見込まれ、将来にわたり持続可能な医療保険制度の堅持が大きな課題となる中、平成18年６月、医療制度改革関連法案が成立し、生活習慣病、医療提供体制、医療保険制度に関する改革を総合的かつ一体的に進めることとなり、少子高齢社会にふさわしい新たな医療制度として、「高齢者の医療の確保に関する法律」に基づく「後期高齢者医療制度」が創設されました。

制度は、安定した制度運営及び事務を共同処理することで効率的運営を図るため、都道府県単位にすべての区市町村が構成団体となって広域連合を設立し、運営主体となることが法で規定され、東京都では「東京都後期高齢者医療広域連合」を平成19年３月に設立し、平成20年４月から運営を行っております。

被保険者は原則75歳以上の方で、個人単位で被保険者となり、平成23年４月１日現在、1,397名となっております。

保険の運営は、患者の原則１割の自己負担を除き公費約５割、現役世代からの支援約４割、被保険者の保険料約１割で行われ、保険料は被保険者の収入に応じて負担する応能分と、被保険者全員が均等に負担する応益分で構成され、公平に負担することになります。

低所得者に対する軽減として、均等割を、当初７割軽減としていたものを8.5割軽減への制度拡充、さらに９割軽減を実施してございます。

次に、認定第６号　平成23年度奥多摩町介護保険特別会計歳入歳出決算の認定についてご説明申し上げます。

本会計は、第４期事業計画において設定した保険料に基づく事業運営期間の最終年度の３年目となり、65歳以上の第１号被保険者数は2,192名で、総数は減少したものの75歳以上の後期高齢者は引き続き増加傾向にございます。

保険給付費は前年度に比較し、居宅サービス、施設サービスともに利用者数の増で、前年度と総支給額を比較すると6.3％の増額となりました。

低所得者の利用者負担軽減制度につきましては、平成18年度から町の独自事業として居宅における介護予防サービス、配食サービス、介護保険地域支援事業利用者に対して、利用者負担の一部の助成及び認知症高齢者グループホームの食費・居宅費の利用者負担助成に加え、平成21年度からは人工透析時の保険外院内介助利用者負担の一部助成、平成23年度からはケアハウス生活費管理費利用者負担の一部助成を行っております。

認定審査会は年間を通して毎月２回開催し、435件の認定を行いました。

保険料につきましては９段階とし、被保険者の負担能力に応じたきめ細かな段階数及び保険料率となってございます。

被保険者を所得段階別に見ますと、年度末で第１段階から第４段階の合計が63.6％、第５段階から第９段階の合計は36.4％で、低所得の被保険者が多い傾向は前年と同様でございます。

次に、認定第７号　平成23年度奥多摩町下水道事業特別会計歳入歳出決算の認定についてご説明申し上げます。

下水道事業は膨大な事業費と長い年月を要する事業であり、財政基盤の脆弱な当町にあっては、財政フレームに基づく計画的な整備が必要であります。このため、地域再生法に基づく地域再生計画を平成23年度から平成27年度までの後期計画についても認定を受け、汚水処理施設整備交付金の交付によりまして公共下水道及び市町村設置型浄化槽整備が計画的に図られております。

小河内地区につきましては、平成10年度より供用を開始し、水洗化率も99.3％に達しております。

氷川、古里地区を含む奥多摩処理区の事業につきましては、平成18年度より川井地区から排水管敷設工事を実施し、平成23年度は白丸地区全域と大丹波地区の一部に排水管敷設工事及びマンホールポンプ等を設置いたしました。平成23年度末時点で供用開始となっている地区は、川井・小丹波、棚沢の３地区で、水洗化率は54.1％となっております。

市町村設置型浄化槽整備事業につきましては、大丹波地区ほかに15基の合併処理浄化槽が設置でき、全体では251基となりました。

次に、認定第８号　平成23年度奥多摩町国民健康保険病院事業会計決算の認定についてご説明申し上げます。

平成23年度の病院事業では、老朽化した旧式エレベーターから最新型のエレベーターに交換し、医療機器では血液化学検査用小型自動分析装置、多項目自動血球分析装置の購入整備を行い、医療及び患者サービスの充実を図りました。

１日の平均入院患者数は22.0人で、前年度より4.8人の減、１日平均外来患者数は60.1人で前年度より5.1人の増となりました。外来患者数が増となった理由につきましては、常勤医師による安定した医療サービスが確保できたことと考えております。

このような中、今後も医療圏人口の減少や多数の診療科のある総合病院への高度医療志向により、患者数は減少するものと考えられますが、公立病院改革プランに沿った経営の効率化、経営形態の見直しを着実に実行し、住民の期待と信頼に応えられる病院として引き続き努力してまいります。

以上で、認定第１号から認定第８号までの一般会計、特別会計、企業会計の全８会計につきまして、決算認定に伴う事業実施状況のご説明を申し上げました。

審査にあたり細部のご質問につきましては、それぞれの所管課長からお答え申し上げます。慎重なご審議を賜りまして、ご認定をいただきますようお願い申し上げます。

○委員長（杉村　良一君）　以上で、本特別委員会に付託された全議案の説明は終わりました。

　お諮りします。会議の途中でありますが、ここで暫時休憩にしたいと思いますが、ご異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○委員長（杉村　良一君）　ご異議なしと認めます。よって、午前11時30分から再開とします。

午前11時14分　休憩

午前11時30分　再開

○委員長（杉村　良一君）　休憩前に引き続き会議を開きます。

　これより質疑を行います。

　初めに、日程第４　認定第１号　平成23年度奥多摩町一般会計歳入歳出決算の認定についての質疑を行います。

歳入については一括して行います。質疑のある委員は挙手願います。12番前田悦男委員。

○12番（前田　悦男君）　農林水産施設使用料で未収金が88万5,000円、１件あるんですけれども、これの内容についてお願いします。

それから、海沢の体験農園ですか、滞在型農園、これ非常に定着してきていると思いますが、今後、若干減っているというような話も聞いていますけれども、今後の見通しについてお聞きしたいと思います。

以上、２点です。

○委員長（杉村　良一君）　観光産業課長。

○観光産業課長（加藤　博士君）　12番前田委員のご質問にお答えいたします。

　まず、１点目の農林水産施設の未収金でございますが、これについては施設名はアースガーデンでございますが、もう既にこれは収入とされて、ちょっと５月以降ですが、６月に入っておりますので、決算段階では未納なんですけれども、もう既にお金はいただいているということでございます。

　それともう1点が体験農園の今後の見通しということなんですが、体験農園、大きく分けましてラウベ、いわゆる宿泊を伴う部分と日帰り部分、いわゆる25区画の畑だけの部分に分けられますが、ラウベの方については、ご存じのように10棟あるわけですけれども、この10棟については現在いっぱいに埋まっていると。

　それで、今後もう少し応募も若干あるというような形から、今年度、ラウベ３棟を増築するという形で予算の方を可決していただいております。現在、ここで発注というか、都の補助金が絡みますので、補助金の交付決定を待ってここで発注を行うということで、年度末までにラウベ３棟を増やすという形でございます。

　また、日帰り農園については、これは25区画、毎年ほとんどフルに埋まっておりますので、やはりそれなりのご利用の方がいるということと、そのほかに農園自体をご利用される方も徐々に多くなっているということでございますので、体験農園としての見通しは非常に明るいのかなという考えを持っております。

　以上でございます。

○委員長（杉村　良一君）　ほかに質疑はありませんか。12番前田悦男委員。

○12番（前田　悦男君）　もう１件、ちょっと聞き漏らしたので。

　丹三郎の特産物の販売施設、これの内容についてもお聞きしたいと思います。

　以上です。

○委員長（杉村　良一君）　観光産業課長。

○観光産業課長（加藤　博士君）　12番前田委員のご質問にお答えいたします。

丹三郎の特産物でございますが、それの利用状況という形でよろしいんでしょうか。

丹三郎の直売所につきましては、３月末で前指定管理者が撤退したということで、４月以降、施設の指定管理、利用はございませんでした。町としても指定管理施設として継続するか、また直営で行うかといようなうことも含めてちょっと検討しようという話になっていたんですが、その検討するまでに、ご存じのように西東京農協さんがここで古里支店を店舗改修するというようなことから、店舗改修の間、直売所を経済店舗として利用していきたいというようなことも申し入れがありまして、これについては、現在、ご存じのように農協の経済店舗という形で利用していただいているということでございます。

契約期間については、当面、店舗改修するまでの間ということでございます。

　以上でございます。

○委員長（杉村　良一君）　ほかに質疑はありませんか。１番石田芳英委員。

○１番（石田　芳英君）　特に収入についてということではないんですけれども、全般的な決算についてご質問したいんですが、よろしいでしょうか。

　何項目かあるんですけれども、まず、今回の決算についての貸借対照表の作成とか、発生主義会計、複式簿記関係の作成についてなんですけれども、昨年12月の一般質問で発生主義会計、複式簿記の公会計の導入ということで質問させていただきまして、それでご答弁が、平成23年度決算より導入実施されるというお答えでございました。この点に関しまして、今回の決算書の作成方法について、ロジック面についてどのように取り入れられておるかということと、あと貸借対照表の作成についてはどうだったかということをちょっとお伺いしたいと思います。

　それと、先ほど町長のお話もありましたように、監査委員さんがしっかりした監査報告書を作成されたということで、その８ページ目のところで、検討事項と確認事項の項目でかなり示唆に富んだ項目が列挙されておりますけれども、もし、この詳しい内容といいますか、文書的な内容があるようでしたら、是非配付をお願いしたいと。お願いなんですけれども、していただきたいなというふうに思います。

　以上、２点でございます。

○委員長（杉村　良一君）　企画財政課長。

○企画財政課長（若菜　伸一君）　ただいま１番石田委員からお話がございました公会計の制度内容の実績ということでございますけれども、ご案内のとおり、私ども官庁の会計ですけれども、単式簿記、現金主義ということでございまして、これを複式簿記、発生主義ということで順次変えていけたらということで、導入を現在進めているところでございますけれども、貸借対照表の関係のご質問もいただいているところでございますけれども、現在、平成24年、25年にかけて貸借対照表の基礎をつくるための町の財産の確認作業を現在進めているところでございます。

　これらの基礎的資料をつくった上で公会計のシステムを導入したいということで、本年、来年度で導入にあたりましての東京都の簡易モデルを参照いたしまして、まず土地、あるいは建物、工作物、物品に分けて評価をして、それに基づいて資産の確認をした上で財務諸表をつくりたいというふうに考えております。

　また、２点目の監査委員さんの８ページ、報告のまとめでございますけれども、一般会計についての監査意見が順次述べられておりますけれども、それぞれについてどうこうという答えは、この場では特に文書としてございませんので、お答えをすることはできませんけれども、この中で具体的にどういう項目をお知りになりたいという項目がございましたら、またご提示をよろしくお願いしたいと思います。

　以上でございます。

○委員長（杉村　良一君）　ほかに質疑はありませんか。７番師岡伸公委員。

○7番（師岡　伸公君）　私からは３つお願いをいたします。

　１つ目は９ページ、10ページの法人税とたばこ税の件、これが１つ目でございます。２つ目は17ページ、市町村総合交付金の件でございます。３つ目が27ページの町債臨時財政対策債、この３つについてちょっとご質問をさせていただきます。

　まず、１つ目の９ページ、10ページ、法人税とたばこ税が最終的に数字が伸びておりますけれども、現状の中で多分平成23年度の決算の数字、今までの流れでこうやって増え続けるということはないと思いますが、今回どういうふうな形でこういう数字で伸びたか、要因等がもしわかればお教えいただきたいと思います。

　それと２つ目、17ページの市町村総合交付金なんですが、先ほども町長からも詳しい説明をいただきましたが、平成23年度においては４億円以上の最終的な数字をみていると。それから、今年度、平成24年度の当初予算も15億何千万円かでしょうか、その後、補正のところでも出てきていると。私たちの町税が伸びない中で、やはりこういうものに依存するという実情は、もうこれは否めませんけれども、先ほど説明いただいた財政需要割とは別に努力割、いろいろな形で１年間を通じて頑張っていただいているというふうには理解するんですが、実際に、例えば年間どのような形で交渉をしているだとか、交渉経過の中でどういうものに対して東京都がそれを評価しているか、そういうふうなちょっと細かい点について、もしお話を聞ければなというふうに思います。

　それから３つ目、最後の27ページ、臨時財政対策債なんですが、先ほども町長から過疎債の話が出ました。いろいろな形でお金を有効的に借りて、それを運用して財政の中に組み込むという、全体的なバランスの中での多分これは臨時財政対策債だと思いますし、また、ここ十数年ですかね、そういうふうな制度で国がやってきていることで、これが１つの、例えば歳入の中でバランスを取っているんだろうというふうに思いますし、また、後の交付金に算入されるというふうなご説明も従来から受けていますので、この流れを逆に保った方がいいのかなというふうには解釈したいと思うんですが、やはりこの対策債が、この数年、税収よりも国の債権が多くなっているという実情をかんがみても、じゃあ、いつまでこういうふうな形で町村の方にこういう形でやっていただけるのかなあ、という若干の不安も抱かなくはないなというふうに私個人としては思っているんですね。

　ですから、この辺の流れも今までと、今後どういうふうな形でこれが推移していくのかなというところを聞かせていただければと思います。

　以上３点、よろしくお願いいたします。

○委員長（杉村　良一君）　住民課長。

○住民課長（宮田　昭治君）　７番師岡委員のご質問にお答えします。

　２つほどございまして、まず法人町民税の伸びということでございますけれども、実際に日本の経済も不況の低迷下にあるということでございますが、奥多摩町内では今現在、下水道工事等で公共工事などが頻繁に行われている関係がございます。それから、企業の増加等が若干ございまして、前年度より636万8,000円の増額というふうなことになったというふうな状況でございます。

　それから、２点目の町のたばこ税につきましては、前年に比べまして本数は値上がりした関係で減少しているというふうなことでございますけれども、税率の引き上げがございました関係で376万5,000円の増額となったというふうな状況でございますので、よろしくお願いしたいと思います。

○委員長（杉村　良一君）　企画財政課長。

○企画財政課長（若菜　伸一君）　それでは、私の方からは２点目の市町村総合交付金、あるいは３点目の臨時財政対策債についてご回答を申し上げます。

　まず、市町村総合交付金でございますけれども、昨年度、16億545万円ということで、当初歳入の全体の東京都支出金のうちの62％に該当しているところでございますけれども、この算定の内訳については、先ほど町長からお話がございましたとおり、経営努力割ということで行革の取り組み、あるいはさまざまな人事給与体制の見直し、あるいは徴税の努力などを行った結果、前年度は東京都全体で総額は５億円増加ということで1.1％しか伸びていなかったところ、当町では7.4％の増ということで１億1,024万円ほどの増額を得ることができました。

　平成23年度のこの総合交付金でございますけれども、延べで町の事業で61の事業で財源の充当をさせていただいております。これは子ども子育て支援事業も含めてでございますけれども、特に金額的に多いのは町道の新設、改良、あるいはバス路線の維持対策、あるいは都営水道一元化の町の負担分という部分、あるいは今回、ごみ処理対策事業費なども億を超えた金額をいただいているところでございます。

　これらの事業の交渉でございますけれども、担当課ではヒヤリングがございまして、例年、事前のヒヤリング、あるいは年が明けた１月に東京都と「この事業に充てたいんだけれども」ということで、契約の済んでいるものについてそれの財源のお願いをして、付けていただいているというふうな仕組みにはなっております。

　この事業につきましては、東京都でこの９月14日に昨年度の財務報告が発表になりましたけれども、税収が４年連続減という中で普通会計、あるいは13の特別会計の合計がプラス４億円ということで、ほぼ拮抗しているいうことで、町では平成25年度、26年度でご案内の鳩の巣荘の改築を控えておりますので、この財源としてもできるだけ多く東京都からご支援をいただくように、事務的にも我々も努力していきたいというふうに考えております。

　また、３点目の臨時財政対策債でございますけれども、臨時財政対策債は地方交付税の不足分ということで、基準財政需要額から基準財政収入額を引いた差が全額地方交付税でみられればいいんですけれども、みれないという中で、その足す財源と、足りない部分を足していただくということで発行させていただいているものでございます。

　若干交付税の話をしないとお話が進まないので、交付税のお話をさせていただきますけれども、東京都全体で不交付団体が６団体ございます。市町村の中で39のうち６団体が不交付ということで、33団体で交付決定額が549億円ということで、前年対比が約１億円、0.2％の微増ということでございます。この交付の基礎になる基準財政需要額が前年に比較して0.8％伸びております。これに対して基準財政収入額が0.25％の伸びということで、差し引きしますと0.6％需要額の方が高いという状況でございます。

　ですから、今申し上げたとおり、地方交付税の総額が0.2伸びているということで、差し引き0.4が財源不足ということでございますので、この0.4を補うために臨時財政対策債が発行可能額といいますか、発行許可額が今後増えていくのではないかなというふうに考えております。

　一方、明るい材料で、社会保障と税の一体改革の関係で消費税が５％から順次10％まで増税されるということで、今国会で可決をされましたけれども、この５％増加分の国と地方の按分ということで、国が3.46％、地方が1.54％ということで、財政力の弱い地方自治体の社会保障の財源の確保ということで、このうちの0.34％が地方交付税に上乗せをされるということで決定をいただいているところです。ですから、私どもの町にとっても、今、1.18％でございますけれども、1.52％ということでプラス0.34が増額交付をされるというふうに考えております。

　また、地方消費税交付金もやはりこの消費税のアップにしたがって、現在の額の2.2倍に増えるというふうにもくろんでおりますので、この点からも若干プラス要因はありますけれども、いずれにいたしましても地方交付税が伸びないことには、その補完的役割でございます臨時財政対策債も増えざるを得ないということでございますので、なるべくお荷物は軽くしていきたいということでございますので、国の動向いかんではございますけれども、臨時財政対策債を後年度みていただけるということでございますので、交付税の算入があるという中で許容の範囲内で借りていきたいというふうに考えております。

　以上でございます。

○委員長（杉村　良一君）　ほかに質疑はありませんか。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○委員長（杉村　良一君）　質疑なしと認めます。以上で、認定第１号の歳入の質疑を終結します。

　次に、歳出についての質疑を行います。歳出は、款別に幾つかに区切って行います。

初めに、款の１議会費、款の２総務費について質疑を行います。質疑はありませんか。３番高橋邦男委員。

○３番（高橋　邦男君）　総務費、ページの方は37ページをお願いします。

　総務費のまちづくり住民アンケート調査というのが隔年で行われているということで、実際に去年、自分も個人的には依頼が来てアンケートを出しました。それはあんまり関係ないんですが、金額じゃなくて、この活用ですね。アンケートを実際にとって町政のために、検証という意味だと思うんですけど、活用されていると思いますけど、どのような活用、例えば全職員の方までそれが浸透しているのかどうか、その辺をひとつお聞きいたします。

　それから、パソコン等でインターネットでその結果が出せるんですけど、住民の方へもできれば結構そのアンケートを見ていただくということも大切かなと。企画財政課の窓口と、あと図書館には設置してあるんですけど、それ以外はインターネットで引かないと出てこないと思うんですね。その辺ちょっと説明をお願いします。

○委員長（杉村　良一君）　企画財政課長。

○企画財政課長（若菜　伸一君）　私から、３番高橋委員からご質問のアンケートの活用についてお答を申し上げます。

　このアンケートでございますけれども、隔年で実施をしておりますけれども、行政目的ということで、まちづくり、あるいは町の各種施策、町政運営等に対する評価、あるいは意向を把握していきたいということで隔年に実施をしているものでございます。

　今回、ご質問のこの活用ということなんですけれども、現在の第４期長期総合計画でございますけれども、あと２年で期間満了を迎えるところでございます。来年以降、今の計画の進捗状況、あるいは評価を踏まえて、次期の第５期計画を策定する作業に入ってまいりますけれども、この中で基本としてはどういった施策が必要なのか、あるいは住民の皆さんがどういったことを望んでいるのか、ということを把握するのが第一義的な目的でございます。

　これに沿って、我々もまた住民委員会を設置して、その中でご議論をいただいて、この施策を実際に計画に盛り込むかどうかということも含めて検討するわけですけれども、職員はということでございますけれども、職員についてはパソコンで現在見れる状況にございますので、確認を含めて自分の関する事業を見て、それについて住民がどう考えているかというのをまず知っていただきたいというふうに思っておりますけれども、ペーパーではご案内のとおり企画財政課の窓口、図書館に置いてあるのみですけれども、パソコン等から見られるという状況も踏まえて、もうちょっと住民皆さんにもＰＲできるように努めていきたいと思いますので、よろしくお願いしたいと思います。

○委員長（杉村　良一君）　ほかに質疑ございますか。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○委員長（杉村　良一君）　質疑なしと認めます。以上で、款の１議会費、款の２総務費の質疑を終結します。

お諮りします。会議の途中でありますが、ここで休憩にしたいと思いますが、ご異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○委員長（杉村　良一君）　ご異議なしと認めます。よって、午後１時00分から再開とします。

午前11時57分　休憩

午後 1時00分　再開

○委員長（杉村　良一君）　休憩前に引き続き会議を開きます。

　これより、認定第１号　一般会計の歳出、款の３民生費、款の４衛生費について質疑を行います。質疑はありませんか。３番高橋邦男委員。

○３番（高橋　邦男君）　衛生費でちょっと質問します。69ページをお願いします。

　一番上の行です。保健推進活動事業補助金ということで、これは保健推進委員という方、各自治会におりまして、事業をやることに対しての補助金を出すということだと思いますが、金額的に昨年度が45万3,281円、事業件数がたしか16件だったと思います。これ、非常に少ないなと思ったんですね、この金額見て。それは事業数が、件数が少なかったということなんですが、保健推進委員の方々の活動というのは、もちろん健康保持増進ということなんですけれども、非常に地域の活性化だとか、人づくり、地域づくりというそういう面で、非常にこの方々の活動が大きいなというのは自分も自治会役員をやっている時に感じています。

　ですから、これはどうして少ないか。活動ができづらいのか、それとも補助金をもっと枠を広げて出した方がいいのか、その辺も、ちょっと自分はこの数字だけではわからないのですが、どういうふうに町としてはこれを見ているか。16件、45万3,281円、どう見ているか、ちょっとお願いします。

○委員長（杉村　良一君）　福祉保健課長。

○福祉保健課長（清水　信行君）　それでは、３番高橋委員のご質問にお答えいたします。

　ご質問の保健推進活動の事業費補助金でございますが、確かに16件で45万3,281円ということで、この事業につきましては、従来、随分前なんですけれども、保健推進活動に対して従事をしていただいた保健推進委員さんに対して、報酬という形でお支払いをしていたものを内容を変えて、保健推進委員さんが地域でいろんな保健推進活動を企画をしていただきまして、それに対して補助金を交付するという仕組みに変えたものでございます。したがって、委員ご指摘のとおり、活発な地域においてはいろんな企画が出まして、16件出たわけなんですけど、本来であれば21自治会に保健推進委員さんがいらっしゃいますので、21自治会から企画が上がるのが一番いいというふうに思っております。

　しかしながら、やはり地域によってはなかなか高齢化等も進展をしておりまして、この保健推進活動がどうしても参加が少ないとか、企画が難しいというご意見もございますので、今後どういうふうに、委員からのご指摘のとおり、推進活動がもっと活発になるかどうかということを考慮いたしまして、改めて考えていきたいと思いますので、よろしくお願いいたします。

○委員長（杉村　良一君）　ほかに質疑はありませんか。７番師岡伸公委員。

○7番（師岡　伸公君）　３点お願いいたします。

　１点目は49ページ、事務報告書でいいますと202ページの救急医療情報キットの件が１点目です。２つ目は事務報告書の174ページ、フッ素洗口推進事業について、それから３つ目は、隣の175ページ、事務報告書175ページの子ども子育て支援事業の中のファミリー・サポート利用助成事業、この３点についてお聞きをしたいと思います。

　初めに、救急医療情報キットなんですが、事務報告書の202ページを見ますと、申請者は498名いるけれども、うち140名は支給不要の申し出ありというふうにご報告がございます。これは、このキットがなくてもケアしてもらえる人がそばにいるだとかそういう理由なのか、それともただ単に要らないよというのか、その辺のところはどういう事情だったか、おわかりになれば教えてください。

　２つ目、事務報告書の174ページに歯科保健事業のご報告がありますが、その中に乳児対象のフッ素洗口推進事業が行われております。確かに乳児期、幼児期の虫歯ということで、ここで非常に奥多摩では多かったという事例があったので、そういう意味ではこういうふうな事業を推進することで少しずつ良化に向かっているなと、私個人的には感じるんですが、いわゆる幼児を卒業して学校に行って、学校ではどういうふうな形でこれからこの事業を推進していくのか。どうしても小学校低学年の場合には、まだ自分だけでは管理できない部分もあると思いますので、ご家庭も含めて啓発という意味でもこの事業、今後の方向性をちょっとお伺いしたいなというふうに思います。

　で、もし、いろんな懸念事項があったとすれば、じゃあ、逆に乳児、幼児はどういうふうなのかということも考えられますので、やるのならば、私は一緒に学校もやるべきだと思いますし、やらないなら全部やめるべきだなと、私個人的には考えますが、その辺のこれからの方向性についてお聞きしたいと思います。

　それから、３つ目の隣の175ページ、これを見ますと、本当に子ども子育て支援推進の助成事業に対しては、やっぱり町の対象者がいろんな形で利用してそれを受けているということが非常によく理解されます。その中でファミリー・サポート・センター利用助成事業だけは、認定世帯数に比較して若干その利用が少ないというふうな報告になっていますが、この辺の事情、いろんな利用者の気持ちだとか実態だとかでいろんな理由があると思いますが、この辺はどういうふうに把握されていますでしょうか。

　以上３点、よろしくお願いいたします。

○委員長（杉村　良一君）　福祉保健課長。

○福祉保健課長（清水　信行君）　それでは、７番師岡委員のご質問にお答えいたします。

　１点目の救急医療情報キットの支給でございますが、この対象につきましては、こちらに書いてございますように65歳以上の高齢者のみの世帯に属する者ということで、トータルの申請者数が498名ということで、その内容について、うち140名は支給不要の申し出があったということでございますが、この理由につきましては、ちょっと今現在、私どもで把握しておりません。後ほどお答えをさせていただきたいと思います。

　続きまして、２点目のフッ化物の洗口事業でございますが、平成22年度から２つの保育園で実施をしておりまして、これ２年目になっております。その成果につきましては、先行して実施している県等では、非常に効果があるということで、奥多摩町でも取り入れたわけでございます。

　保育園だけに限らず、その後、小学校、中学校まで継続して実施をしていけば、かなりの効果が見込まれるということから、私どもでも教育委員会、小中学校にお話はしております。なかなか小中学校のカリキュラムの中で、事前に早めにそれをお話をして調整をしていただかないと、なかなか取り入れるのが難しいというお話でございましたので、できれば平成25年度からは実施していただけるよう、今後働きかけていきたいというふうに考えております。

　それから、３点目のファミリー・サポート・センターの利用の助成でございますが、確かにご指摘のとおり実績が少ないというお話でございます。なかなか周知が徹底をしていないのかなということで、私どもでも実績を見ますと、ある特定の方が主に利用しているというのが実態でございますので、サポート会員さんも含めて、より広く周知をしていって、サポート会員さんも含めて大勢の方が利用できるように、今後、努力していきたいと思います。よろしくお願いいたします。

○委員長（杉村　良一君）　教育課長。

○教育課長（井上　永一君）　フッ化物の関係で、学校でもということで、ご質問ございましたので、私の方から答弁させていただきたいと思いますけれども。

　確かに昨年度から福祉の方と私どもの方と学校を含めて、このフッ化物の関係で何度か会議をもたせていただいているんですけれども、やはり先ほど福祉保健課長が言いましたように、教育課程の編成等の部分で時間的な余裕といいますか、そういう部分がないということ。また、養護教諭連絡会等でその効果の部分について、ちょっとまだ疑問に感じている部分が多少あるということでございます。

　といいますのは、福祉保健局の方はかなり推奨しているわけですけれども、都教委の方がなかなかこの部分について理解が得られていないといいますか、私どもで都教委にこの部分を問い合わせても、なかなかきちんとした答えもないという中で、やはり学校の方でもそこら辺の問題もございまして、養護教諭含めて、また今後、福祉の方と、先ほど平成25年度からやりたいというお話がございましたけれども、実施等に向けて検討を重ねてまいりたいと考えておりますので、よろしくお願いいたします。

○委員長（杉村　良一君）　ほかに質疑はございませんか。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○委員長（杉村　良一君）　質疑なしと認めます。以上で、款の３民生費、款の４衛生費の質疑を終結します。

　なお、師岡委員に対する救急医療情報キットの配布の件についての答弁は、明日に答弁することで福祉保健課長は準備願います。

　次に、款の６農林水産業費、款の７商工費、款の８土木費について質疑を行います。質疑はありませんか。６番村木征一委員。

○６番（村木　征一君）　２点ばかり教えていただきたいと思いますけれども、86ページでございます。森林再生事業の委託料、あるいは花粉症対策の委託料で大きな不用額が出ているわけですけれども、この内容について教えていただきたいと思います。

　以上です。

○委員長（杉村　良一君）　観光産業課長。

○観光産業課長（加藤　博士君）　それでは、６番村木委員のご質問にお答えいたします。

　この森林再生事業と花粉症発生源対策事業、これともに東京都と町で契約締結をして行っている事業でございます。両事業とも年度当初、東京都と協定を結ぶ時に、昨年ですと花粉症の方が378ヘクタールの面積を上限として契約締結を行っていますし、花粉症につきましては、契約90ヘクタールという面積で契約を締結しています。

　この両事業とも今申し上げました面積、もしくは金額、どちらか一方を超えた場合にはもうそこで終了という形になるわけですけれども、実際には、森林再生事業は金額、面積ともにまだ余裕があるということですが、毎回同じような回答をさせていただきますけれども、最近は１契約の面積が少ないということになっております。実際に事務報告書に書いてありますけれども、協定件数は98件行っていまして、作業の契約として62件で247.93ヘクタール行っております。

　ただ、１契約件数の面積は非常に少ないというようなことで、本当に少ない場合には0.01ヘクタールというような形で行っております。実際に再生事務局で所有者の方、歩いている件数は、はっきり言いまして200件近くございますが、やはりなかなか契約、また協定までもっていく件数も少ないということになっています。

ただ、昨年から町有林、町の土地に分収しているものについても、これは行えるようになりましたので、今後ヘクタール数は増えるのかなと考えておりますが、いずれにしろ東京都の基準単価というのがございまして、その単価でいきますと、今回このような不用額が出てしまったという形になります。

それと、花粉症発生源については、先ほど言いましたように90ヘクタールでございますが、90ヘクタールもしくは契約金額という形で、どちらか一方にいってしまった場合には、もうそれ以上行えませんよという形でございます。

実際に昨年は84.56ヘクタール行っております。金額的には3,900万円残ってしまったんですが、実は花粉症発生源は森林再生を行った３年後に３割をめどに枝打ちを行うという形になっていますので、３年間さかのぼって、なおかつ枝打ちを行う面積というのを割り出してみると、実際に契約した84.56ヘクタールがほぼ頭打ちの状況と。いわゆるそれ以後の２年前の枝打ちというのはできませので、今回は３年以上前にさかのぼっての面積が上限にいってしまったという形で不用額が出てしまったということでございます。

　以上でございます。

○委員長（杉村　良一君）　ほかに質疑はありませんか。３番高橋邦男委員。

○３番（高橋　邦男君）　87ページの森林セラピー事業費の委託料の一番下のところで、登計トレイルの清掃管理業務委託料が400万円、それに対してもう１つ、93ページの方、すみません、商工費になると思います。この委託料の公衆トイレ清掃委託料が428万5,013円ということで、仕事の内容等詳しいことはわからないのであれなんですが、登計トレイル１カ所の清掃管理が400万円に対して公衆トイレ、町全体にある公衆トイレだと思いますけれども、こちらの方が428万5,013円ということで、金額的に余り変わらないと。登計トレイル１カ所で400万円かかっているのに対して、こちらが420何万円ということで、公衆トイレ清掃委託料が少ないのか、あるいは逆に登計トレイルの清掃管理の委託料が多いのか、その辺の関連がちょっとわからないもので、ちょっと教えてください。

○委員長（杉村　良一君）　観光産業課長。

○観光産業課長（加藤　博士君）　３番高橋委員のご質問にお答えいたします。

　まず、登計トレイルの委託でございますが、これについては登計グランドの後ろ、バックネット裏にまず導入口がありまして、建物からトレイル、いわゆるロード、それと上にも建物が２カ所ほど、また途中途中に休憩ベンチ等ございますが、そこをすべて含めての委託という形でございます。現実問題、１年間、そこの登計トレイルすべてを清掃、また簡易な修繕、これも含めての委託になっているということでございます。

　また、観光商工のトイレでございますが、これについては今現在、町内にあるトイレが25カ所観光用トイレがあるんですが、そのほかに園地が２カ所、というような形であるわけですけれども、そこいらもすべて含めてのトイレ清掃という形ですので、登計トレイルと観光用トイレを一概に対比できないのかなという気はいたしますが、前々から公衆トイレについては地域の方々にいろいろお世話になって、単価的に低い部分もございますが、場所場所によってつくったときの経緯等もございまして、一概に単価を合わせられないという部分もございます。

　ただ、今後なるべく大便器、小便器、また面積をなるべく単価を統一していきたいなという考えは持っておりますので、ご理解の方をお願いしたいと思います。

○委員長（杉村　良一君）　ほかに質疑はありませんか。１番石田芳英委員。

○１番（石田　芳英君）　２点ばかり教えていただきたいんですけれども。

　87ページの中段より下の方で、地域振興事業補助金1,800万円ってあるんですけれども、この内容と、あと91ページの一番下の方に奥多摩ふれあい広場負担金1,036万円がありますけれども、この内容をちょっと教えていただければと思います。

○委員長（杉村　良一君）　観光産業課長。

○観光産業課長（加藤　博士君）　１番石田委員のご質問にお答えいたします。

　まず、87ページの地域振興事業補助金でございますが、これは昨年、奥多摩町地域振興財団を立ち上げて独立という形になったわけですけれども、そこに町の方からまた職員２名派遣していますし、財団で独自に雇用している職員もいるということです。

　現実問題、セラピーの参加費だけでは人件費等も賄えないという形になっていますので、そこの人件費分を補助しているという部分がこの地域振興事業の補助金でございます。

　それと、91ページのふれあい広場負担金でございますが、これについては春から秋にかけて、春は４月に行っています山開き、また山火事防止ウォークとかございますが、そういう１年間通してのいろんな事業に充てている補助金という形になります。

　細かくは、秋に行われますふれあいまつり以外の町で行うイベント、先ほど申しましたけれども、山開き、セラピーウォーク、消防署と行っています山火事防止ウォーク、あと百縁商店街、あと写真展、ここいらを全部含めての金額という形になります。

　以上でございます。

○委員長（杉村　良一君）　ほかに質疑はありませんか。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○委員長（杉村　良一君）　質疑なしと認めます。以上で款の６農林水産業費、款の７商工費、款の８土木費の質疑を終結します。

　お諮りします。本日の審査はこれまでとし、この続きは明日９月19日に行いたいと思いますが、これにご異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○委員長（杉村　良一君）　異議なしと認めます。それでは、この続きは９月19日に行います。

　本日はこれにて散会します。大変ご苦労さまでした。

午後１時27分　散会

奥多摩町議会委員会条例第26条の規定によりここに署名する。

　決算特別委員会委員長
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